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企画競争実施の公示 

 

次のとおり、企画提案書の提出を招請します。 

  

令和４年８月８日 

 

 分任支出負担行為担当官 

北陸地方整備局 北陸技術事務所長 姫野 芳範   

 

１．業務概要 

(1) 業 務 名  北陸技術事務所ホームページ検討・構築業務 

(2) 業務内容  本業務は、本業務は、北陸技術事務所ホームページの更新に向けた検討及び

構築を行うものである。 

         主な業務内容は以下のとおりである。 

① 現ホームページ更新検討 

・現ホームページの課題抽出、改善（案）の検討 

・web デザインの検討 

・web サイトの階層構造の検討 

・新ホームページ設計 

② 新ホームページ構築 

③ 公開設定 

 (3) 履行期間  契約締結の翌日から令和５年３月１０日まで 

 

２．企画競争参加資格要件 

 企画提案書の提出者は、以下に掲げる資格を満たしているものであること。 

(1) 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当

しない者であること。 

(2) 令和４・５・６年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のうち

「広告・宣伝」又は「ソフトウェア開発」のＢ又はＣ等級に格付けされた、関東・甲信越

地域の競争参加資格を有する者であること。ただし、有資格者が「会社更生法（平成14年

法律第154 号）に基づく更生手続開始の決定を受けた者」又は「民事再生法（平成11年

法律第225号）に基づく再生手続開始の決定を受けた者」に該当した場合は、次に掲げる

書類を提出していること。 

 ア 更生手続開始決定書又は再生手続開始決定書（写しでも可） 

 イ 許可決定に伴い定款、役員等に変更があった場合には、それを証明する書類の写し 

 ウ 上記イに伴う競争参加資格審査申請書変更届 

(3) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者でないこと。（上記書類を提出している者を除く。） 
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(4) 企画提案書等の提出期限の日から見積の時までの期間に、北陸地方整備局長から指名停

止を受けていないこと。 

(5) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、国

土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

(6)  入札説明書の交付を直接受けた者であること。 

※ 交付を直接受けた者とは、以下のとおりとする。 

     ・窓口で交付を受けた者 

・当事務所からＣＤ－Ｒ等の記録媒体または郵送により交付を受けた者 

(7) 企画提案書等を提出する者は、下記に示される同種又は類似業務について、平成２４年

度以降公示日までに元請けとして受注し完了した業務において、１件以上の実績を有さな

ければならない。 

同種業務： 国・都道府県・政令市が発注したホームページの更新検討及び構築に関

する業務 

類似業務： 国・都道府県・政令市が発注したホームページの更新検討又は構築に関 

する業務 

(8) 本件を実施するにあたり、全体を管理する管理担当者を１名置くものとし、当該管理担

当者については変更しないものとする。ただし、特別な事情により変更がある場合に、担当

職員等の承認があった場合はこの限りではない。 

 

３．手続等 

(1) 担当部局 

   〒950-1101 新潟県新潟市西区山田2310番地5 

           北陸地方整備局 北陸技術事務所 総務課 専門職 

             電話 025-231-1281（内線220） 

電子メール hokugi-geps@hrr.mlit.go.jp 

 (2) 説明書の交付期間、場所及び方法 

交付期間： 令和４年８月８日（月）から令和４年８月２６日（金）までの土曜日、日

曜日及び祝日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。 

交付場所： ３．(1)に同じ 

交付方法： 窓口での交付、又は郵送（着払い・交付希望者の負担）により行う。 

ただし、電子データでの様式の交付を希望する場合は、予め（１）担当部

局に事前連絡を行うこと。電子データでの交付を希望する者には、記録媒

体（ＣＤ－Ｒ等）を（１）に持参又は郵送（着払い・交付希望者の負担）

することにより電子データを交付するので、（１）にその旨連絡すること。 

 (3) 企画提案書の提出期限、場所及び方法 

    提出期限： 令和４年８月２９日（月） １２時００分 

    提出場所： ３．(1)に同じ 

    提出方法： 持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録が残るものに限る。） 

 (4) 企画提案に関するヒアリング 
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  本業務は、ヒアリングを省略する。 

 

４．企画提案書を特定するための評価基準 

 (1) 企画提案書提出者の経験及び能力 

  (2) 実施方針 

 (3) 評価テーマに対する企画提案 

(4) ワークライフバランス等の推進に関する指標 

(5) 参考見積 

 

５．その他 

(1) 手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は日本国通貨、単位は日本の標準時及び計量

法によるものとする。 

(2) 関連情報を入手するための照会窓口 ３．(1)に同じ。 

(3) 企画提案書の作成及び提出に関する費用は、提案者側の負担とする。 

(4) 企画競争委員会に提出された提案書は、当該提案者に無断で２次的な使用は行わない。 

(5) 企画提案書に虚偽の記載をした場合には、提出された企画提案書を無効とするとともに、

虚偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行うことがある。 

 (6) 企画提案書提出後において、原則として企画提案書に記載された内容の変更を認めな 

い。また、企画提案書に記載した担当者は、原則として変更できない。ただし、病休、死亡、

退職等のやむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の配置予定管理担当者であ

るとの発注者の承諾を得なければならない。 

(7) 提案が特定された者は、企画競争の実施の結果、最適な者として特定したものであるが、

会計法令に基づく契約手続きの完了までは、国との契約関係を生じるものではない。 

(8) 詳細は説明書による。 

 

                         － 以 上 － 


